
小学校における英語専科指導加配

に係る資格要件の緩和

令和５年６月

島根県教育委員会
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現状（小学校英語専科指導加配）

 小学校英語専科加配

・ 国からの加配定数として平成30年度から措置

・ 人数・要件等

※令和５年度予算概算要求に係る説明会資料（文部科学省作成）より抜粋
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現状（英語専科指導加配の指導者の資格要件）

以下のいずれに該当する者であること。

① 中学校又は高等学校教諭の英語教員免許状を有する者

② ２年以上の外国語指導助手（ＡＬＴ）の経験者

③ ＣＥＦＲ Ｂ２相当以上の英語力を有する者

④ 海外大学、又は青年海外協力隊若しくは在外教育施設等で、２年以上英語を

使用した海外留学・勤務経験のある者

ただし、②～④にあっては、小学校教諭免許状、又は中学校・高等学校教諭の

英語教員免許状を有する者であること。
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現状（本県の配置状況）

 小学校英語専科指導加配

［配置先市町村数 ９／１９市町村］

項目 Ｒ２ Ｒ３ Ｒ４ Ｒ５

単独校への配置 ９校 ８校 ７校 ８校

複数校兼務での配置 １６校 １７校 １６校 １６校

合計 ２５校 ２５校 ２３校 ２４校

⇒ 指導者の資格要件に該当する人材の確保ができず、配置増に至っていない

※ １校１人の配置
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現状
小学校英語専科指導加配を配置（本務校）できた市町村、学校数・人数

赤囲みが該当 ８市１町／全１９市町村

松江市８校･８人出雲市５校・５人

安来市２校・２人

雲南市２校・２人

大田市１校・１人

江津市１校・１人

浜田市１校・１人

益田市３校・３人

隠岐の島町１校・１人
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現状（英語専科指導加配の指導者の資格要件）

「資格要件①」を満たす者（R4末人事異動調書データより）

小学校採用籍の教諭のうち、中・高英語免許所有者の数

全県：１６０人／１９２０人

･･･所有率８．３％ （R4末人事異動調書データより）

「資格要件②～④」を満たす者（R4末人事異動調書データより）

上記①該当以外 全県： １人／１７６０人（資格要件③に該当）
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現状（英語専科指導加配の指導者の資格要件）

小学校採用籍の教諭で中・高英語免許所有者の

市町村（生活の本拠地）別の状況
松江市４８人

安来市１２人

奥出雲町５人

雲南市６人

出雲市４９人
隠岐の島町４人

飯南町２人

海士町１人

美郷町２人
川本町１人邑南町２人

大田市４人

江津市６人

浜田市１０人

益田市５人

津和野町２人

吉賀町１人
⇒未配置市町村の多くで、加配教員になり得る人材が不足

西ノ島町０人

知夫村０人
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現状（英語専科指導加配の指導者の資格要件）

小学校教諭「英語枠」採用状況

・ 小学校の外国語（英語）の教科化等を受けて、英語の指導力の高い人材を

確保するため、島根県では令和３年度実施の採用試験より小学校教諭の

募集区分として「英語枠」を設定し募集、採用。

・ 受験要件は、小学校英語専科指導加配の資格要件と同じ設定に。

試験実施年度 募集人数 出願者数 採用者数

令和３年度 ８ ５ ５

令和４年度 １０ ４ １

初任校
松江市配置１人
安来市配置１人
雲南市配置１人
出雲市配置１人
浜田市配置１人

初任校
松江市配置１人
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課題

資格要件として、中学校・高等学

校の免許状保有者であることや

海外大学等での２年以上の留学

経験等があることなどが求めら

れているが、これらの要件を満

たす者は限られており（特に中

山間地域・離島）、配置に当たっ

て困難が生じている。
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改善策

 小学校における英語専科指導加配について、地域の実情に応じて柔軟

な配置ができるよう、教科担任制加配教員のように、実質的に高い指導力

を有すると教育委員会が認めた者の活用を可能とすることが必要。このこ

とが、英語指導に係る人材の確保と、教育の質の向上につながる。

※「実質的に高い指導力を有すると教育委員会が認めた者」の想定

・ 英語に係る県主催の研修等を努めて受講しており、校長、市町村も英語の授業力をもつと評価してい

る者。校内又は市町村の研究部会等で英語授業実践を中心的に行っていると認められる者 等

5
8




